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論　文　の　内　容　の　要　旨
　セイヨウオオマルハナバチは，ハウス栽培のための授粉昆虫として，現在世界中で利用されている。日本
には 99 年にハウス野菜の授粉者として初めて，ヨーロッパより輸入された。今日，日本では 40,000 個余
のセイヨウオオマルハナバチのコロニーが毎年輸入されているだけでなく，国内でもセイヨウオオマルハナ
バチのコロニーが生産・販売されている。セイヨウオオマルハナバチの働き蜂は優れた授粉者であるため，
セイヨウオオマルハナバチを使うことによって，ハウス栽培における授粉のための労力を軽減でき，かつ質
の高いハウス生産物を得ることができる。しかし，セイヨウオオマルハナバチは北半球高緯度温帯地域の環
境に対して高い順応性を持ち，日本では特に北海道において，996 年以降野生巣が発見されるなど，野外
への定着が問題になっている。
　日本において，セイヨウオオマルハナバチが野外に定着することによって，在来のマルハナバチにおよぼ
す生態学的悪影響としては，在来種との生態的地位をめぐる競争，外来病原菌や寄生者の伝搬，交雑不稔性
が引き起こす交配撹乱，そして既存の野外植物と在来マルハナバチの送粉システムの撹乱などが考えられる。
このような生態学的な悪影響を懸念して，日本では 2006 年に外来生物法の規制の対象として，セイヨウオ
オマルハナバチを認定するに至った。そのため，ハウス栽培をする農家がセイヨウオオマルハナバチを利用
するためには，特別許可を得た上で，ハウスを散逸防止用のネットで覆い，使用後もコロニーを死滅させる
ことが法律で規定されるようになった。一方，同一種名の在来種が日本に存在するため，外来生物法の規制
対象外になることから，セイヨウオオマルハナバチの代わりに農業用資材としてのクロマルハナバチを利用
するハウス農家も現れ始めている。
　ハウス農家にとっては，ハウス生産物を生産するためにセイヨウオオマルハナバチは無くてはならないも
のである。一方，セイヨウオオマルハナバチの野生化による生態学的悪影響は無視できないものがある。こ
のように，日本におけるセイヨウオオマルハナバチの農業利用には，経済的な利点と生態学的悪影響の間で，
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明瞭な対立関係が存在する。本研究の狙いは，現在の日本におけるセイヨウオオマルハナバチの農業利用に
対する，直接，間接的にこの問題に関与する人々の多様な意見を調査し提示することである。更に意見調査
によって得られた結果から，経済的な側面と生態学的な側面で摩擦を持つこのセイヨウオオマルハナバチの
農業利用の問題について，妥協案を提示することである。意見調査の対象としては，経済的主体としてのハ
ウス農家，生態学的主体としての生態学者，そして，両方の中間のスタンスに位置する一般大衆を選んだ。
　意見調査においては，以下の 5 つの基本命題を問うた。
．日本のハウス農家は授粉用にセイヨウオオマルハナバチを使い続けるべきだろうか？
2．ハウスをネットで覆うことで，セイヨウオオマルハナバチ逸脱の危険はなくなるだろうか？
3．日本のハウス農家は，セイヨウオオマルハナバチの代わりにクロマルハナバチを使うべきだろうか？
4．日本のハウス農家は，一切のマルハナバチの農業利用を止めるべきだろうか？
5． 生物多様性の概念は，セイヨウオオマルハナバチの農業利用問題に対して，どのように応用できるだろ
うか？
　これらの問に答えるために，7 人の日本のハウス農家，358 人の日本の生態学者，23 人の中国の生態学者，
そして 292 人の日本の一般大衆に対して，各々アンケート調査を行った。また，0 人の日本の生態学者と 6
人の中国の生態学者に対して，インタビュー調査を行った。
　アンケートに答えた日本の生態学者，中国の生態学者，そして日本の一般大衆の大半は，セイヨウオオマ
ルハナバチをハウス栽培の授粉者として使い続けることに反対意見を示した。日本と中国の生態学者の大半
は，ハウスをネットで覆うことを義務づけることに賛同したが，ハウス農家のネット展張の義務化に対する
意見は半々に分かれた。多くのアンケート回答者は，セイヨウオオマルハナバチの代わりにクロマルハナバ
チを使うことに賛成意見だったが，日本の生態学者の中には，クロマルハナバチの利用に強く反対する者も
いた。授粉者としてのマルハナバチの農業利用の全廃については，ほとんどの人が反対意見であった。イン
タビューに答えた人々は，セイヨウオオマルハナバチを農業利用し続けることに対して，ほぼ半々に意見が
分かれた。クロマルハナバチの利用に関しても，賛否両方の意見が出された。しかし，インタビューに答え
たほとんどの人が，マルハナバチの授粉者としての利用の全廃には反対した。
　アンケートとインタビューの結果から，ハウス農家は，安全で安心なハウス産物を提供するために，セイ
ヨウオオマルハナバチの農業利用を続けたいという要望を持っていることが分かった。一方，北海道におけ
るセイヨウオオマルハナバチの野生化は，無視できない状況であることも分かった。クロマルハナバチをセ
イヨウオオマルハナバチの代用品として使うことは，さらに問題を複雑にし，ややもすると，セイヨウオオ
マルハナバチの農業利用の問題以上に，深刻な問題をもたらす可能性が示唆された。よって，日本における
マルハナバチの農業利用は，北海道と北海道以外の場所で異なるものを考える必要性がある。
　結論として，北海道ではセイヨウオオマルハナバチの授粉者としての利用を禁止し，早急に他の授粉者の
利用を考えるべきである。一方，北海道よりも南の日本においては，野生化が報告されていないことから，
セイヨウオオマルハナバチを授粉者として農業利用し続けていくべきである。このように，外来種は必ずし
も除去されるべきものではなく，正しい使い方をすれば，むしろ在来種を保護するために利用できることも
あることを念頭に置くべきである。そして，早急に地域に根ざした在来種コロニーの利用や，不稔のコロニー
の作成，また逃げ出した個体を捕まえるためのフェロモントラップなど，新技術の開発が急務である。また，
日本の在来種についての基本的な生態・遺伝情報を，早急に蓄積していくことも大切である。　
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審　査　の　結　果　の　要　旨
　セイヨウオオマルハナバチの農業利用がもたらす侵入生物問題は，皮肉なことに日本が世界でも一番最初
に取り組むことになった。昨年セイヨウオオマルハナバチの輸入を決めたオーストラリアをはじめ，国産の
マルハナバチコロニーを使った産業育成にとりかかっている中国などにおいても，現在日本で起こっている
問題と同様の問題が，近年中に必ずや起こると予想できる。本研究は，これから世界各地で起こるマルハナ
バチの農業利用がもたらす侵入生物問題における，当事者，そしてオピニオンリーダー達の意見形成を浮き
彫りにするという点で，先駆的な研究であり，十分国際的な内容であると評価できる。また，アンケートや
インタビューの結果と，様々な文献資料から抽出したデータを量的手法により有機的に結びつけることに
よって，社会科学的レポートの枠を超えた，理学的な論述体系をとっていることもユニークである。
　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
